
（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

37,410 23%

30,913 22%

【事業目的】
北勢地域10市町から将来の
水需要を自己水の新規開発
でまかなうことはほぼ限界
に達しているとして、県営
水道用水供給事業に対する
増量要望があり、これに対
処する。

Ｈ２２ 2,907 21%

36,100 14%

29,594 10%

【事業目的】
伊賀地域６市町村の将来の
水需要増に広域的に対応
し、生活環境基盤の整備・
向上と生活用水の安定供給
を図る。

Ｈ３０ 3,516 39%

 ・導・送水管布設
工事４２．６％
（30.2km / 70.9km）
・用地取得２５．
６％（2.2ha /
8.6ha）

水
道
事
業

2
北中勢
（北勢系第
２次拡張）

四日市市
他3市6町

②

【全体事業概要】
・取水施設 1式（取水ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ場等）
・導・送水施設 1式（管
路延長70.9km)
・浄水施設 1式（沈澱
池、ろ過池等）
・用地 8.6ha

Ｈ１０

 ・導・送水管布設
工事４５．２％
（35.0km / 77.5km）
・用地取得９１．
４％
（7.4ha / 8.1ha）

・伊賀地域内には
上水道３ヶ所、簡
易水道１８ヶ所の
水道事業が運営さ
れているものの概
して小規模なもの
が多く、その稼働
率は大変高くなっ
ている。

また、簡易水道
事業等による給水
区域は、水源の不
安定化、水質悪化
等への懸念や施設
老朽化等により、
上水道事業への統
合が計画されてい
ることや各戸の井
戸水からの転換等
により、水需要の

Ｂ／Ｃ＝１．４７
他事業との共同施
工や同調施工、既
存施設の有効活用
を図る等して、コ
スト縮減に努めて
いる。

・受水予定市町村の
要望と当該地域全体
の水需要動向から一
日最大給水量を４
８,５００ から２
８,７５０ に変更
した上で、事業を継
続する。
・水源である川上ダ
ムの完成が遅延した
としても暫定豊水水
利権対応により、平
成２１年度に給水を
開始すべく取り組ん
でいく。

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

平成１０年度に事業着手
し、５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結
果、事業継続の妥当性が認め
られる。したがって、事業継
続を了承する。

ただし、経済的効果的な観
点から、今後は、当事業のよ
うに多額の費用を長期にわ
たって投資するような公共事
業を計画する場合は、多様な
可能性との比較検討を行い、
その結果を説明すべきであ
る。

・受水市町の水需要
動向及び要望を踏ま
え、事業を継続す
る。なお、全部給水
開始時期を５年延伸
し、平成２３年度と
する。
・工期は、平成２２
年度までとする。
・当面は、今、施工
しておかなければ、
将来手戻りが生じて
コストアップになる
ような工事等に限定
して施工する。

Ｂ／Ｃ＝２．２５
他事業との共同施
工や同調施工化、
既存施設の有効活
用を図る等して、
コスト縮減に努め
ている。

・水需要について
は、横ばい傾向で
あるが、自己水源
である地下水の減
衰に対する代替水
源の確保や渇水
時、水源水質事故
などへの対応の必
要性、地震等災害
時の安定給水の必
要性は増大してお
り、水源の多重化
の必要性が高まっ
ている。

水
道
事
業
（
用
水
供
給
）

3 伊賀
上野市他
３町２村

②

【全体事業概要】
・取水施設 1式（取水ﾎﾟﾝ
ﾌﾟ場等）
・導・送水施設 1式（管
路延長77.5km)
・浄水施設 1式（沈澱
池、ろ過池等）
・用地 8.1ha

Ｈ１０



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

2,919 68%

2,792 68%

【事業目的】
約１ｍに及ぶ地盤沈下により
湛水被害が生じているため、
営農を安定させる施設の設置
が強く望まれている。このた
め、排水機を設置し、大規模
湛水被害を未然に防ぐと共
に、水田の高度利用の促進を
図る。

Ｈ１８ ー ー

3,465 69%

3,011 66%

【事業目的】
今日までに地盤沈下量が、
０．３～１．２ｍの範囲で生
じているため、水路の機能障
害が発生し、営農の大きな障
害となっている。このため本
事業で、地盤沈下によって生
じた用・排水路の機能障害を
解消し、農業基盤の高度利用
と農業経営の安定化を図る。

Ｈ１９ 149 84%

平成１４年度まで
用水路 Ｌ=19,019m
揚水機 φ400×３台
排水路 Ｌ=6,184m
平成１５年度
用水路 Ｌ=2,200m
排水路 Ｌ=55m
平成１６年度
用水路 Ｌ=5,588m
排水路 Ｌ=4,472m

事業推進の支障と
なる周辺環境の変
化はない。

Ｂ／Ｃ＝１．０９ 平成１５年度以降の
残工事である
用水路工Ｌ=7,788m
排水路工Ｌ=4,527m
について地元と一体
となって事業の進捗
に努め、事業高価が
発揮できるよう進め
ていく。

事業推進の支障と
なる周辺環境の変
化はない。

Ｂ／Ｃ＝１．０９ 平成１５年度で、除
塵機の設置・場内整
備工事が完了し、平
成１６年度から新設
ポンプの稼動を予定
している。

地
盤
沈
下
対
策
事
業

5 城南地区 桑名市 ②

【全体事業概要】
用水路の改修
Ｌ＝２６，８０７ｍ
揚水機場の新設
φ４００×９０kw×３台
（立軸斜流ポンプ）
排水路の改修
Ｌ＝１０，７１１ｍ

Ｈ５

②

【全体事業概要】
排水機場の新設
φ1200×290ps×２台
（立軸斜流ﾎﾟﾝﾌﾟ）
φ1200×200kw×1台
（立軸斜流ﾎﾟﾝﾌﾟ） Ｈ５

平成１４年度まで
排水機場φ1200×３台
平成１５年度
除塵設備・場内整備
平成１６年以降
自家発電機、
旧機場・樋管取壊し、
堤防復旧湛

水
防
除
事
業

4 城南地区 桑名市

平成５年度に事業着手し、１０
年を経過して継続中の事業であ
る。審査を行った結果、事業継続
の妥当性が認められたことから事
業継続を了承する。

ただし、湛水防除事業と地盤沈
下対策事業を同時に行わなければ
いけない特殊な事情を有する当地
域においては、今後、農業振興地
域の見直しをする際、浸水リスク
を増加させないよう県及び市にお
いて行政として適切な対応を求め
るものである。

また、これまで過去５年間、多
くの審査を行ってきたが説明資料
の専門用語や事業者側にたった説
明が多く見られた。このため、今
後の委員会にあたっては、県民に
理解しやすい表現に努めるよう求
めるものである。

平成５年度に事業着手し、１０
年を経過して継続中の事業であ
る。再審査を行った結果、事業継
続の妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。

ただし、費用対効果分析手法と
して事業費を更新効果とすること
は一般に理解が得難い。したがっ
て、今後は、県民への説明責任を
果たす観点から経済効果を算定す
る手法を用いることが好ましいと
考える。国関係機関にもこの部分
の検討を求めるものである。

また、これまで、過去５年間、
多くの審査を行ってきたが説明資
料の専門用語や事業者側にたった
説明が多く見られた。このため、
今後の委員会にあたっては、県民
に理解しやすい表現に努めるよう
求めるものである。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

2,763 92%

2,300 92%

【事業目的】
農地保全に係る海岸地域に
おいて、国土保全と調和を
図りつつ休養の場として、
その利用に供するための海
岸環境整備を行う。 Ｈ１６ 21 100%

823 81%

604 77%

【事業目的】
広域農道サニー道路へ接続
する幹線農道を整備し、流
通経路の確保、農産物の生
産ｺｽﾄの低減及び品質の向
上による農業経営の安定と
生活環境の改善、地域の活
性化を図る。

Ｈ１７ 219 91%

全体２．９５ｋｍの
うち、２．１９ｋｍ
を完成している。

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

Ｂ／Ｃ＝１．４１
他事業との調整に
より、残土処理費
を低減するととも
に、再生材を使用
しコスト縮減に努
めている。

残る用地補償を今年
度に終え、平成１７
年度完成供用を目指
して事業を推進す
る。

熊野古道の世界遺
産登録に向けて、
集客交流の機運が
盛り上がってきて
いる。海山町では
銚子川沿いに集客
交流施設が近年整
備されて、入り込
み客が増加してい
る。町では当事業
で整備される海水
浴場をこれらと連
携されることに
よって、地域の活
性化に繋げていき
たいと考え、早期
完了を望んでい
る。

Ｂ／Ｃ＝１．１３

今年度の調査設計
では、各種工法を
比較検討し低コス
トで効果の大きい
工法を採用する。

平成１６年度事業完
了を目標に事業を推
進していく。

一
般
農
道
整
備
事
業

7
玉城南部地
区

玉城町 ③

【全体事業概要】
延長 ２．９５ｋｍ
幅員 ５．５（７．０）ｍ

Ｓ６３

②

【全体事業概要】
離岸堤（潜堤）  L= 138m
養浜工  A=
20,700 ㎡
堤防工（階段） L=79 m
道路工          L=250 m
付帯施設工（場内整備、ハ
ウス等） １式

Ｈ４

主な工事は完了し残
る工事は、養浜砂の
安定化対策工事。
平成１４年度に離岸
堤、養浜工がほぼ完
成し防災効果は発現
している。本年７月
に海開き（供用開
始）をし、県内外か
ら多数の海水浴客が
訪れている。

海
岸
環
境
整
備
事
業

6 島勝地区 海山町

平成１０年度に再評価対象
事業として一度、審査を経た
事業であり、その後５年を経
過して継続中の事業である。

再評価の結果、事業継続の
妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。
  なお、今後ともより一層のコ
ストの削減に努めるととも
に、農道整備事業と農業振興
との連携に努め早期に事業効
果を発現されることを望むも
のである。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

1,256 87%

1,025 86%

【事業目的】
多気町と松阪市の一部地域
の幹線農道を整備し、流通
経路の確保、農産物の生産
ｺｽﾄの低減及び品質の向上
による農業経営の安定と生
活環境の改善、地域の活性
化を図る。

Ｈ１８ 231 87%

1,510 71%

1,247 65%

【事業目的】
一般農道切原へ接続する農
道を整備し、流通経路の確
保、農産物の生産ｺｽﾄの低
減及び品質の向上による農
業経営の安定と生活環境の
改善、地域の活性化を図
る。

Ｈ１９ 263 100%

全体１．４２ｋｍの
うち、１．２２ｋｍ
を完成している。

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

Ｂ／Ｃ＝１．６２
残土近辺処理によ
る処理費を低減す
るとともに、再生
材を使用しコスト
縮減に努めてい
る。

残る用地を早期に確
保し、事業の早期完
成供用を目指して事
業を推進する。

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

Ｂ／Ｃ＝１．６７
残土近辺処理によ
る処理費を低減す
るとともに、再生
材を使用しコスト
縮減に努めてい
る。

残る用地を早期に確
保し、事業の早期完
成供用を目指して事
業を推進する。

ふ
る
さ
と
農
道
整
備
事
業

9
南勢東部地
区

南勢町 ②

【全体事業概要】
延長 １．４２ｋｍ
幅員 ５．５（９．０）
ｍ、歩道２ｍ

Ｈ５

②

【全体事業概要】
延長 ２．１ｋｍ
幅員 ６．０（８．０）ｍ

Ｈ５

全体２．１ｋｍのう
ち、１．６ｋｍを完
成している。

揮
発
油
税
財
源
身
替
農
道
整
備
事
業

8
松阪多気地
区

松阪市、
多気町

平成５年度に事業着手し、
１０年を経過して継続中の事
業である。

再評価の結果、事業継続の
妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。
  なお、今後ともより一層のコ
ストの削減に努めるととも
に、農道整備事業と農業振興
との連携に努め早期に事業効
果を発現されることを望むも
のである。

平成５年度に事業着手し、
１０年を経過して継続中の事
業である。

再評価の結果、事業継続の
妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。
  なお、今後ともより一層のコ
ストの削減に努めるととも
に、農道整備事業と農業振興
との連携に努め早期に事業効
果を発現されることを望むも
のである。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

507 54%

492 52%

【事業目的】
受益地内の農道を整備し、
流通経路の確保、農産物の
生産ｺｽﾄの低減及び品質の
向上による農業経営の安定
と農業集落排水処理施設や
避難港へのアクセスなどの
生活環境の改善、地域の活
性化を図る。

Ｈ１９ 15 93%

3,615 89%

3,099 87%

【事業目的】
伊賀地域を回廊に結ぶ基幹
農道（伊賀コリドール）の
一部区間を整備し、流通経
路の確保、農産物の生産ｺｽ
ﾄの低減及び品質の向上に
よる農業経営の安定と生活
環境の改善、地域の活性化
を図る。

Ｈ１７ 516 100%

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

Ｂ／Ｃ＝２．４３
他事業との調整に
より、残土処理費
を低減するととも
に、再生材を使用
や伐採木根枝を法
面緑化に利用によ
りコスト縮減に努
めている。

用地の確保も終えて
おり、平成１７年度
完成供用を目指して
事業を推進する。

Ｈ５

全体４．６ｋｍのう
ち、３．５ｋｍを完
成している。

②

【全体事業概要】
延長 ４．６ｋｍ
幅員 ５．５（７．０）ｍ

ふ
る
さ
と
農
道
整
備
事
業

11 青山地区 青山町

②

【全体事業概要】
延長 １．３５ｋｍ
幅員 ４．０（５．０）ｍ

Ｈ５

平成５年度に事業着手し、
１０年を経過して継続中の事
業である。

再評価の結果、事業継続の
妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。
  なお、今後ともより一層のコ
ストの削減に努めるととも
に、農道整備事業と農業振興
との連携に努め早期に事業効
果を発現されることを望むも
のである。

全体１．３５ｋｍの
うち、１．２３ｋｍ
を完成している。

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

Ｂ／Ｃ＝１．７３
他事業との調整に
より、用地費を低
減するとともに、
再生材を使用しコ
スト縮減に努めて
いる。

残る用地補償を今年
度に終え、事業の早
期完成供用を目指し
て事業を推進する。

ふ
る
さ
と
農
道
整
備
事
業

10
南勢西部地
区

南勢町

平成５年度に事業着手し、
１０年を経過して継続中の事
業である。

再評価の結果、事業継続の
妥当性が認められたことから
事業継続を了承する。
  なお、今後ともより一層のコ
ストの削減に努めるととも
に、農道整備事業と農業振興
との連携に努め早期に事業効
果を発現されることを望むも
のである。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

2,135 79%

1,129 78%

【事業目的】
中勢地区と伊賀地区を結ぶ
主要路線である。しかし、
現道は狭小で殿村交差点付
近で日常交通と通過交通が
輻輳するため、交通事故が
増加するなど、通行に支障
をきたしていることから、
このような状況を解消し安
全で円滑な交通機能を確保

Ｈ１９ 1,006 79%

6,000 71%

4,300 62%

【事業目的】
飯高町内の現道狭隘な屈曲
部を改良することにより、
バスのすれ違い困難箇所を
解消し、円滑で安全な通行
を確保するとともに、地域
間交流を強化する。緊急輸
送道路ネットワークを形
成。 又、異常気象時通行
規制区間の解消を図る。

Ｈ１８ 1,700 93%

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

【費用対便益分
析】
B/C=1.6

【コスト縮減】
工事施工にあたっ
ては、施工順序の
調整により盛土の
計画的な現場内流
用を行うなど、コ
スト縮減に努めて
いる。

田引地区及び口野々
地区の用地買収がほ
ぼ完成していること
から、同地区の早期
部分供用を目指す。
また、粟野地区の用
地買収を早期に完了
させる。

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

【費用対便益分
析】
B/C=3.0

【コスト縮減】
再生材、プレキャ
スト製品を積極的
に使用しコスト縮
減に努めている。

Ｈ１５年度に部分供
用をする事から、残
りの区間について
も、Ｈ１９年度の全
線供用開始を目指し
事業を推進する。

Ｈ６

平成１５年度
４６０m部分供用

Ｈ６

平成１４年度末まで
１６９０m部分供用
平成１５年度
９００m部分供用

【全体事業概要】

延長 １．６km
幅員 ６．５（１５．０）
m
橋梁 １基

道
路
事
業

13
一般国道１
６６号田引
バイパス

飯高町

12
一般国道１
６３号南河
路バイパス

津市 ②

②

【全体事業概要】
 
延長 ５．０km
幅員 ６．５（１２．０）
m
橋梁 ５基

道
路
事
業

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

5,763 89%

5,078 87%

【事業目的】
南勢町地内の幅員狭小区間
を解消し、安全で円滑な通
行確保を図るとともに、緊
急輸送道路ネットワークを
形成する。 Ｈ１７ 685 100%

11,700 83%

9,123 80%

【事業目的】
志摩町地内の幅員狭小区間
を解消し、安全で円滑な通
行確保を図ると共に三重サ
ンベルトゾーン構想を支援
する。緊急輸送道路ネット
ワークを形成。

Ｈ２０ 2,577 97%

Ｓ６３

平成１４年度末まで
部分供用３２７０m

平成１７年までに残
る用地買収の完了を
目指し、早期完成供
用を図る。

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

【費用対便益分
析】
B/C=2.0

【コスト縮減】
工事施工にあたっ
ては、施工順序の
調整により盛土の
計画的な現場内流
用を行うなど、コ
スト縮減に努めて
いる。

平成15年度末で、用
地買収が完了するこ
とから、平成17年度
の事業完成を目指し
て事業を推進する。

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

【費用対便益分
析】
B/C=1.7

【コスト縮減】
橋梁架設工法につ
いて一括架設を採
用するなど、コス
ト縮減に努めてい
る。

③

【全体事業概要】

延長 ５．４km
幅員 ６．５m（１３．
５）
橋梁 １橋（５８２m）

Ｓ６３

平成１４年度末まで
１１５０m部分供用
平成１５年度
５００m部分供用予
定

道
路
事
業

15
一般国道２
６０号志摩
バイパス

志摩町

③

【全体事業概要】

延長 ２．３㎞
幅員 ６．０（１０．０）
m
トンネル １９３m
橋梁 ３基

道
路
事
業

14
一般国道２
６０号下津
浦拡幅

南勢町

昭和６３年度に事業着手
し、平成１０年度に再評価対
象事業として一度審査を経た
事業であり、その後概ね５年
を経過して継続中の事業であ
る。再審査を行った結果、事
業継続を了承する。

昭和６３年度に事業着手
し、平成１０年度に再評価対
象事業として一度審査を経た
事業であり、その後概ね５年
を経過して継続中の事業であ
る。再審査を行った結果、事
業継続を了承する。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

28,150 55%

16,541 39%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ３５ 11,609 78%

28,740 68%

20,522 67%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ４０ 8,218 70%

本川においては、最
も流下能力が不足し
ていた下郡工区が完
成し、流下能力が増
大した。現在はその
上流の本川工区を整
備中である。
支川においては、久
米川は暫定完了し、
山の川、矢田川は完
了している。

河
川
事
業

18
一級河川木
津川広域基
幹河川改修

上野市 ③

【全体事業概要】
全体延長 L=11,400m
計画流量 Q=1,300～
1,900m3/s

築堤工 L=33,465m
掘削工 V=3,760,000m3
護岸工 L=54,600m
橋梁 32橋
堰 15基

Ｓ３０

流域内のほ場整
備、宅地開発、中
勢バイパス建設等
により、浸水被害
のポテンシャルが
増大しており、地
域は河川改修を強
く求めている。
昭和49年7月の豪雨
により甚大な浸水
被害が発生し、早
期完成の要望が強
い。

Ｂ／Ｃ＝５１．８
７
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

流域における地域
開発の進展に伴い
災害ポテンシャル
は大きくなる傾向
にあり、国道４２
２号の冠水や沿岸
沿いの家屋浸水解
消のため、地域は
河川改修を強く求
めている。

Ｂ／Ｃ＝９．０２
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

③

【全体事業概要】
全体延長 L=7,870m
計画流量 Q=270～
660m3/s

築堤工 L=11,960m
掘削工 V=692,560m3
護岸工 L=11,160m
橋梁 20橋
堰 3基

Ｓ４７

江戸橋付近、近鉄橋
梁付近、平野井堰、
今井井堰を除く区間
は、護岸工が概ね完
了しており、旧堤防
撤去と河床掘削を残
すのみである。
横川においては、河
道の拡幅、護岸の整
備が行われている。
新江戸橋（国道２３
号）、江戸橋（市
道）の改築に向け、
関係機関と調整中。

河
川
事
業

16

二級河川志
登茂川広域
基幹河川改
修

津市

昭和４７年度に事業着手し、平成１０年度
に再評価対象事業として一度審査を経た事業
であり、その後概ね５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結果、事業継続の
妥当性が認められる。したがって、事業継続
を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい

昭和３０年度に事業着手し、平成１０年度
に再評価対象事業として一度審査を経た事業
であり、その後概ね５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結果、事業継続の
妥当性が認められる。したがって、事業継続
を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

18,101 59%

15,163 58%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ４６ 2,938 65%

6,230 69%

5,212 69%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ２３ 1,018 67%

Ｂ／Ｃ＝１９．１
２
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

伊勢神宮をはじめ
とする伊勢地方の
主要な歴史・文
化・観光・レクリ
エーション施設を
擁し、地域におい
て重要な意義を有
する河川である。
宅地開発の進展、
道路整備など流域
の土地利用が変化
し、流出量の増加
が懸念され、地域
は河川改修を強く
求めている。

Ｓ２４

河
川
事
業

20
二級河川大
堀川広域基
幹河川改修

伊勢市
明和町

③

【全体事業概要】
全体延長 L=3,540m
計画流量 Q=120～
200m3/s

築堤 Ｌ＝6,900m（両
岸）

護岸工 Ｌ＝6,900m（両
岸）

掘削 V=240,000m3
防潮水門 １基

Ｓ５６

河口から約1,700mの
国道23号付近までは
護岸および築堤が概
成している。
国道23号から柏橋上
流200m付近までは護
岸工が概成してお
り、この区間は一部
河床掘削と築堤を残
すのみである。

河
川
事
業

19

一級河川五
十鈴川広域
基幹河川改
修

伊勢市
二見町

③

【全体事業概要】
全体延長 L=13,2100m
計画流量 Q=80～930m3/s

築堤 21,800m
掘削 428,000m3
護岸工 Ｌ＝28,410m
道路橋 16橋
鉄道橋 1橋
樋門樋管 32基
サイフォン 2基

本川工区：楠部工区
を除き、宇治工区、
鹿海工区は完了して
いる。
派川工区：ふるさと
の川整備事業により
本川分派点から改修
を進め、1900mの区
間が改修済み。
朝熊川工区：完了し
ている。

Ｂ／Ｃ＝７．６７
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

浸水被害が頻発し
ていることから、
地域は河川改修を
強く求めている。

昭和５６年度に事業着手し、平成１０年度
に再評価対象事業として一度審査を経た事業
であり、その後概ね５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結果、事業継続の
妥当性が認められる。したがって、事業継続
を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい

昭和２４年度に事業着手し、平成１０年度
に再評価対象事業として一度審査を経た事業
であり、その後概ね５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結果、事業継続の
妥当性が認められる。したがって、事業継続
を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

2,325 27%

1,780 14%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ３０ 545 69%

5,124 22%

3,578 9%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ３０ 1,546 52%

桧尻橋から下流域に
ついて、用地買収を
実施し全体の50%が
買収済みとなってい
る。
また、桧尻橋の改築
および橋梁取付部の
護岸工が完了してい
る。

浸水被害が頻発し
ていることから、
地域は河川改修を
強く求めている。

Ｂ／Ｃ＝３０．９
９
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

上流部において、
宅地開発が進み、
流出量が増大して
いるため、地域は
河川改修を強く求
めている。

Ｂ／Ｃ＝２２．３
６
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

河
川
事
業

22
一級河川桧
尻川統合河
川整備

伊勢市 ②

【全体事業概要】
全体延長 L=1,660m
計画流量 Q=63～66m3/s

護岸工 Ｌ＝1,660m（両
岸）

道路橋 2橋
人道橋 2橋
水路橋 3橋
樋門樋管 23基

Ｈ６

河
川
事
業

21
二級河川外
城田川統合
河川整備

伊勢市
小俣町

③

【全体事業概要】
全体延長 L=3,270m
計画流量 Q=650m3/s

築堤工 Ｖ= 3,270m
掘削工 V=198,710m3
護岸工 Ａ=1,730m
根固 L=2580m
道路橋 3橋 根継

1,080m
樋門 6基 サイフォン 1

Ｓ５８

右岸側については既
設護岸根継工を一部
施工済みである。
左岸側については拡
幅計画であり、磯橋
付近を含め、下流か
ら順次用地買収を
行った。
現在は流下能力の
ネック地点である磯
橋の架け替えに着手
し、早期完成に向け
推進している。

昭和５８年度に事業着手し、平成１０年度
に再評価対象事業として一度審査を経た事業
であり、その後概ね５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結果、事業継続の
妥当性が認められる。したがって、事業継続
を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい

平成６年度に事業着手し概ね１０年を経過
して継続中の事業である。 審査を行った結
果、事業継続の妥当性が認められる。した
がって、事業継続を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

6,121 82%

5,401 80%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ３５ 720 92%

11,090 7%

10,256 5%

【事業目的】
河積拡大および河川横断構
造物の改築を行い、浸水等
の被害を防止する。

Ｈ５３ 834 40%

流域内において、
山崎運動公園及び
その周辺整備が進
んでいる。一方、
毎年のように家屋
や田畑の浸水も起
きており、地域住
民からの早期改修
に対する要望が強
い。

Ｂ／Ｃ＝２．０６
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

平成１２、１３年と
住民を交えた検討会
を開き、治水安全性
の低い箇所から段階
的に施工する計画を
立案して、現在その
計画に沿って事業を
実施している。

地域における河川
改修の要望だけで
なく、本川に対す
る景観及び自然環
境への関心の高ま
りに対する、多自
然型川づくりの必
要性が上昇してい
る。

Ｂ／Ｃ＝２．４２
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期向
上のため、継続して
事業の推進を図る。

③

【全体事業概要】
全体延長 L=6,300m
計画流量 Q=90～230m3/s

築堤工 L=4,710m
掘削工 V=171,500m3
護岸工 L=5,300m
河口樋門 １基
道路橋 15橋
堰 2基
樋門樋管 10基

Ｓ５２

河
川
事
業

25
二級河川志
原川広域基
幹河川改修

熊野市
御浜町

③

【全体事業概要】
全体延長 L=22,700m
計画流量 Q=430～
1,200m3/s

築堤工 L=7,065m
掘削工 V=1111,800m3
護岸工 L=16,007m
道路橋 7橋
鉄道橋 3橋

Ｓ５４

阿曽工区、駒工区、
中野工区について完
了。
藤ヶ野工区は、概
成。
現在、柏野工区を整
備中。

河
川
事
業

23

一級河川大
内山川広域
基幹河川改
修

大宮町
紀勢町
大内山村

昭和５２年度に事業着手し、平成１０年度
に再評価対象事業として一度審査を経た事業
であり、その後概ね５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結果、事業継続の
妥当性が認められる。したがって、事業継続
を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい

昭和５４年度に事業着手し、平成１０年度
に再評価対象事業として一度審査を経た事業
であり、その後概ね５年を経過して継続中の
事業である。審査を行った結果、事業継続の
妥当性が認められる。したがって、事業継続
を了承する。

ただし、次の点について意見を付すもので
ある。
一、河川流域内の遊水機能の低下など河川へ
の負荷を招かぬよう、他の公共事業などの諸
開発との調整を行うべきである。
一、事業に当たっては、公共物の景観や環境
への影響について、河川管理者として関係す
る市町村および県民との議論を喚起できるよ
うな場を構築されるよう望むものである。
一、多自然型工法の積極的導入は重要である
が、画一的なものにとらわれず定量的な経済
的価値と定性的な環境文化的価値を考慮し
て、ケースバイケースで的確に取り組まれた
い。

また、草刈り等日常の維持管理について
は、地域住民の参画を促すよう努められた
い。
一、治水対策の観点からは、早期に完成する
必要があるが、工事着手から長期にわたる事
業であることを踏まえ、事業の段階的目標を
示すなど県民への説明に努められたい



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

10,600 71%

10,200 71%

【事業目的】
現在の鳥羽港佐田浜地区の
利用船舶の混雑を解消し、
船舶利用者等へのサービス
の向上を図る。合わせて緑
地等を整備により良好な港
湾景観を創造するとともに
憩いの場を提供する。

Ｈ２０ ー ー

2,697 90%

2,565 90%

【事業目的】
老朽化した海岸保全施設を
改築し高潮災害から背後の
資産を防護する

Ｈ１８ ー ー

②

防波堤（東） １９
８ｍ
防波堤（北） ４
７ｍ
浮桟橋（東）
３基
浮桟橋（中）
２基
緑地 １，４３
４㎡

 長期に渡る不況か
ら、本事業の進捗
が遅れているた
め、事業の終了年
度を見直した。

③

【全体事業概要】
護岸（補強） Ｌ＝６９
４．９ｍ

Ｓ６１

Ｂ／Ｃ＝１．０６ 事業費の確保を図り
ながら、早期に事業
効果の発現が出来る
ように努めてまいり
たい。

【全体事業概要】
防波堤（東） ２６０
ｍ
防波堤（北） ５０
ｍ
浮桟橋（東） ４
基
浮桟橋（中） ３
基
臨港道路  ３，４３０

Ｈ６

港
湾
事
業

26
鳥羽港港湾
改修

鳥羽市

海
岸
事
業

27
的矢港
（三ヶ所）
港湾海岸

磯部町

護岸補強延長694.9m
の内574.9mの整備が
完了している。今後
残延長120mを順次施
行を行う予定

磯部町が東海地震
に関する「地震防
災対策強化地域」
に指定された。

Ｂ／Ｃ＝８．３２ 引き続き事業の進捗
をはかり早期効果の
発現を目指す

昭和６１年度に事業着手し、平成
１０年度に再評価対象事業として一
度、審査を経た事業であり、その後
５年を経過して継続中の事業であ
る。再評価の結果、事業継続の妥当
性が認められたことから事業継続を
了承する。ただし、次の点について
意見を付するものである。  一、海岸
事業に限らず全ての公共施設・機能
の維持管理について、ライフサイク
ルコストの観点から適切な管理が重
要である。したがって、早急に持続
的な施設維持管理の仕組みについて
具体的に構築するよう検討された
い。 一、事業を進めるにあたって
は、時間とコストの管理をより積極
的に行うための経済比較、代替案の
立案を検討しその内容を明確にされ
たい。

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。再審査を行っ
た結果、事業継続を了承す
る。ただし、次の点に意見を
付するものである。
一、事業の推進に当たって
は、事業計画についていっそ
う住民に周知するとともに、
住民参画を図っていくよう求
めるものである。
一、残事業については、計
画、実施面においてコスト縮
減に努めること。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

1,599 74%

1,521 74%

【事業目的】
侵食が甚だしい海岸におい
て人工リーフと養浜により
波浪を減衰させ高潮や侵食
による被害を防止する

Ｈ１７ ー ー

1,172 74%

1,094 74%

【事業目的】
養浜により波浪を減衰させ
高潮による被害を防止する
と共に海水浴等の海岸利用
にも配慮する。

Ｈ１８ ー ー

海
岸
事
業

28
安乗地区建
設海岸

阿児町 ③

【全体事業概要】
延長 ６００ｍ
人工リーフ ３基

養浜 ５６，０００ｍ３

突堤工 １基
階段工 ２基
斜路工 ２基

Ｓ３９

海岸に対する市民
のニーズが多様化
し、余暇志向や環
境に対する関心が
高まっている。
阿児町が東海地震
に関する「地震防
災対策強化地域」
に指定された。

Ｂ／Ｃ＝２．６３ 引き続き事業の進捗
をはかり早期効果の
発現を目指す

海
岸
事
業

29
道瀬地区建
設海岸

紀伊長島
町

③

【全体事業概要】
延長 ４３０ｍ
突堤工 １８３ｍ
砂止潜堤工 ２２８ｍ
養浜工 ８４，５００ｍ

Ｓ４９

人工リーフ１基の施
行を終え、養浜施行
のための仮設道路が
完成した。

昭和４９年度に平成１０年度に再
評価対象事業として一度、審査を経
た事業であり、その後５年を経過し
て継続中の事業である。再評価の結
果、事業継続の妥当性が認められた
ことから事業継続を了承する。ただ
し、次の点について意見を付するも
のである。  一、生物多様性の重要性
に鑑み、海浜生物の保全は大きな課
題である。したがって、今後、事業
を実施する場合は可能な限り環境へ
の配慮に努められたい。  一、海岸事
業に限らず全ての公共施設・機能の
維持管理について、ライフサイクル
コストの観点から適切な管理が重要
である。したがって、早急に持続的
な施設維持管理の仕組みについて具
体的に構築するよう検討されたい。
一、事業を進めるにあたっては、時
間とコストの管理をより積極的に行
うための経済比較、代替案の立案を
検討しその内容を明確にされたい。

昭和３９年度に事業着手し、平成
１０年度に再評価対象事業として一
度、審査を経た事業であり、その後
５年を経過して継続中の事業であ
る。再評価の結果、事業継続の妥当
性が認められたことから事業継続を
了承する。ただし、次の点について
意見を付するものである。
一、生物多様性の重要性に鑑み、海
浜生物の保全は大きな課題である。
したがって、今後、事業を実施する
場合は可能な限り環境への配慮に努
められたい。 一、海岸事業に限ら
ず全ての公共施設・機能の維持管理
について、ライフサイクルコストの
観点から適切な管理が重要である。
したがって、早急に持続的な施設維
持管理の仕組みについて具体的に構
築するよう検討されたい。 一、事
業を進めるにあたっては、時間とコ
ストの管理をより積極的に行うため
の経済比較、代替案の立案を検討し
その内容を明確にされたい。

突堤工、砂止潜堤工
の施行を終え平成１
１年度より養浜工に
着手し今年度末には
47,000ｍ3施行済みと
なる予定

海岸に対する市民
のニーズが多様化
し、余暇志向や環
境に対する関心が
高まっている。
紀伊長島町が東海
地震に関する「地
震防災対策強化地
域」に指定され
た。

Ｂ／Ｃ＝１４．３
７

引き続き事業の進捗
をはかり早期効果の
発現を目指す



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

7,732 74%

7,272 74%

【事業目的】
高波浪が来襲し侵食が甚だ
しい海岸において人工リー
フにより波浪を減衰させ高
潮、高波や侵食による被害
を防止する Ｈ２１ ー ー

15,062 70%

14,148 70%

【事業目的】
高波浪が来襲し侵食が甚だ
しい海岸において人工リー
フにより波浪を減衰させ高
潮、高波や侵食による被害
を防止する

Ｈ２５ ー ー

昭和４４年度に事業着手し、平成
１０年度に再評価対象事業として一
度、審査を経た事業であり、その後
５年を経過して継続中の事業であ
る。再評価の結果、事業継続の妥当
性が認められたことから事業継続を
了承する。ただし、次の点について
意見を付するものである。 一、七
里御浜海岸の保全は、海浜の砂収支
の観点から流域の総合土砂管理の概
念が重要である。したがって、七里
御浜を核として各事業は総合的な計
画との関連づけを持つこと。  一、海
岸事業に限らず全ての公共施設・機
能の維持管理について、ライフサイ
クルコストの観点から適切な管理が
重要である。したがって、早急に持
続的な施設維持管理の仕組みについ
て具体的に構築するよう検討された
い。 一、事業を進めるにあたって
は、時間とコストの管理をより積極
的に行うための経済比較、代替案の
立案を検討しその内容を明確にされ
たい。

昭和５８年度に事業着手し、平成
１０年度に再評価対象事業として一
度、審査を経た事業であり、その後
５年を経過して継続中の事業であ
る。再評価の結果、事業継続の妥当
性が認められたことから事業継続を
了承する。ただし、次の点について
意見を付するものである。 一、七
里御浜海岸の保全は、海浜の砂収支
の観点から流域の総合土砂管理の概
念が重要である。したがって、七里
御浜を核として各事業は総合的な計
画との関連づけを持つこと。  一、海
岸事業に限らず全ての公共施設・機
能の維持管理について、ライフサイ
クルコストの観点から適切な管理が
重要である。したがって、早急に持
続的な施設維持管理の仕組みについ
て具体的に構築するよう検討された
い。 一、事業を進めるにあたって
は、時間とコストの管理をより積極
的に行うための経済比較、代替案の
立案を検討しその内容を明確にされ
たい。

海
岸
事
業

30
御浜地区建
設海岸

御浜町 ③

【全体事業概要】
延長 １，０００ｍ
人工リーフ ５基

Ｓ４４

人工リーフ５基の内
３基が完成し、残り
２基を順次施行を行
う予定

七里御浜海岸は平
成１６年６月に
「紀伊山地の霊場
と参詣道」として
世界遺産に登録予
定である

Ｂ／Ｃ＝２．０８ 引き続き事業の進捗
をはかり早期効果の
発現を目指す

海
岸
事
業

31
井田地区建
設海岸

紀宝町 ③

【全体事業概要】
延長 ２，６９６ｍ
人工リーフ １４基

Ｓ５８

人工リーフ１４基の
内１０基が完成し、
残り４基を順次施行
を行う予定

七里御浜海岸は平
成１６年６月に
「紀伊山地の霊場
と参詣道」として
世界遺産に登録予
定である

Ｂ／Ｃ＝２．３０ 引き続き事業の進捗
をはかり早期効果の
発現を目指す



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

1,737 99%

486 99%

【事業目的】
都市計画決通りに拡幅整備
することにより、中心市街
地の道路網の形成と交通緩
和、交通安全への寄与を図
る H16 1,251 99%

305 74%

142 0%

【事業目的】
現道の道路線形の改善、狭
小幅員区間の解消を行い、
市街地の道路網の形成と交
通緩和、交通安全への寄与
を図る。

H16 163 93%

亀山城跡を中心に
旧東海道の宿場町
の面影を残そう
と、市民と行政が
一体となったまち
づくりの活動が活
発になり、周辺の
景観整備の取組が
行われている。ま
た、平成１１年度
に電線類地中化区
間として指定さ
れ、平成１３年度
から電線類の地中
化工事に取組んで
いる。

Ｂ／Ｃ＝６．１０

平成７年に国道１
号亀山バイパスが
供用し、亀山バイ
パスから市街地へ
のアクセス道路と
して、必要性が高
まっている。ま
た、平成１２年度
から亀山市が高齢
者向けに運行を始
めた巡回バスの
ルートである。

Ｂ／Ｃ＝３．５０
盛土工事に際し、
他事業から建設発
生土を有効利用し
コスト縮減に努め
る。

平成１６年度中には
用地買収を終え、残
工事を実施し、事業
完了する予定。

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。

ただし、複雑な計算や、そ
れに代わる仮定条件をおいた
簡便法による費用対効果分析
は、県民がその計算過程や結
果を理解できるよう説明され
たい。

街
路
事
業

33 東町野登線 亀山市 ②

【全体事業概要】
延長 １６７ｍ
幅員 １４ｍ
用地 ２，００６m2
建物 ５戸

地権者と協議を続け
ており、平成１６年
度には用地買収を行
い工事を実施し、事
業完了する予定。

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。

ただし、複雑な計算や、そ
れに代わる仮定条件をおいた
簡便法による費用対効果分析
は、県民がその計算過程や結
果を理解できるよう説明され
たい。

H6

用地 １，００５m2
建物 ５戸

街
路
事
業

32
駅前高塚線
外１線

亀山市 ②

【全体事業概要】
延長 ５７６ｍ
幅員 １４ｍ
用地 ２，９８９m2
補償 ４５戸

H6

道路工 ５６６ｍ
用地 ２，９２５m2
補償 ４５戸



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

4,330 55%

2,635 14%

【事業目的】
JR参宮線との交差を跨線橋
により立体化し、市街地へ
のアクセス向上を図り、伊
勢市と御薗村のまちづくり
に寄与する。 H19 1,695 97%

28,650 42%

18,330 30%

【事業目的】
北勢地域の県民を対象とし
たスポーツレクリエーショ
ンの場を提供するために、
広域公園を整備する。

Ｈ２０ 10,320 63%

【全体事業概要】
延長 ７５３ｍ
幅員 １５．２～２５．５
ｍ
用地 ８，７６６m2
建物 ４７戸

H6

用地 ７，９１４m2
建物 ４７戸

伊勢市と周辺町村
の合併への動きの
中、合併支援道路
としての役割が高
まっている。

34
秋葉山高向
線外１線

伊勢市 ②

Ｂ／Ｃ＝１．７０ 大部分の起業地を取
得できたことから、
本線工事を順次進
め、平成１９年度の
完成をめざす。

「生涯学習のできる
自然体験型の公園」
を整備コンセプトと
した、基本計画をも
とに整備を進める。

街
路
事
業

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。

ただし、複雑な計算や、そ
れに代わる仮定条件をおいた
簡便法による費用対効果分析
は、県民がその計算過程や結
果を理解できるよう説明され
たい。

昭和５８年度に事業着手
し、平成１０年度に再評価対
象事業として一度審査を経た
事業であり、その後概ね５年
を経過して継続中の事業であ
る。審査を行った結果、事業
継続を了承する。ただし、次
の意見を付するものである。
一、残事業計画について住民
ニーズの把握や既存の施設と
の有効利用を考慮しコスト削
減に努められたい。
一、住民の責任ある参画を促
し適正な維持管理を図るとと
もに、運営のコスト縮減に努
めること。

北勢中央公
園

四日市
市、菰野
町、大安
町

③

【全体事業概要】
整備面積 91.8ha

都
市
公
園
事
業

35

Ｓ５８

整備面積 19.8ha
主な施設 野球
場、ﾃﾆｽｺｰﾄ、芝生
広場、水のﾌﾟﾗｻﾞ、
駐車場

○昭和５８年の事
業着手時と比べ人
口は増加傾向にあ
り、都市化が進ん
でいる。
○厳しい財政状況
による箱もの整備
の抑制や、公園区
域内の環境資源を
保全し、これらを
活用した公園整備
など社会状況や住
民ニーズは変化し
ている。

Ｂ／Ｃ＝１．１０
工事のみならず公
園計画、維持管理
についても縮減方
法を考え実施して
いく。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

6,470 97%

3,880 95%

【事業目的】
伊勢志摩地域の住民に健全
なレクリエーションの場を
提供するために広域公園を
整備する。

Ｈ１６ 2,590 100%

6,481 97%

4,229 95%

【事業目的】
四日市市～菰野町間の幅員
狭小区間を解消し、安全で
円滑な通行確保を図るとと
もに、三重ハイテクプラ
ネット構想を支援する。緊
急輸送道路ネットワークを
形成。

H１６ 2,252 100%

自然学習広場、展望
台、散策路等の整備
を行い平成１６年度
末の全面開園を目指
している。

４０番については、平成元
年度に事業着手し、平成１０
年度に再評価対象事業として
一度審査を経た事業であり、
その後概ね５年を経過して継
続中の事業である。審査を
行った結果、事業継続の妥当
性が認められる。したがっ
て、事業継続を了承する。

昭和５５年度に事業着手
し、平成１０年度に再評価対
象事業として一度審査を経た
事業であり、その後概ね５年
を経過して継続中の事業であ
る。再審査を行った結果、事
業継続を了承する。ただし、
次の意見を付するものであ
る。
一、早期完成に努められた
い。
一、住民の責任ある参画を促
し適正な維持管理を図るとと
もに、運営のコスト縮減に努
めること。

都
市
公
園
事
業

36 大仏山公園
明和町、
小俣町、
玉城町

③

【全体事業概要】
整備面積 37.2ha

Ｓ５５

整備面積 37.2ha
主な施設 野球
場、ﾃﾆｽｺｰﾄ、ｹﾞｰﾄ
ﾎﾞｰﾙ場、中央広場、
ちびっ子広場

○昭和５５年の事
業着手時と比べ人
口社会情勢に大き
な変化はない。
○用地買収は完了
している。
○当公園は大仏山
古墳群があり、こ
れを利用した体験
学習の場の整備を
進めている。

Ｂ／Ｃ＝１．１１
今後の維持管理に
ついても縮減方法
を考え実施してい
く。

道
路
事
業

40

一般国道３
０６号四日
市菰野バイ
パス

四日市市
菰野町

③

【全体事業概要】
延長 ４．４km
幅員 ６．０（１２．０）
m
橋梁 ３基

Ｈ１

平成１４年度末まで
２５００m部分供用

事業推進の支障と
なるような周辺環
境の変化はない。

【費用対便益分
析】
B/C=1.5
【コスト縮減】
工事施工にあたっ
ては、施工順序の
調整により盛土の
計画的な現場内流
用を行うなど、コ
スト縮減に努めて
いる。

平成１６年度完成供
用を目指し事業を推
進する。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

事業進捗内容

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（県事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

1,700 87.6%

1,700 87.6%

【事業目的】
漁業集落排水施設、水産
飲雑用水施設に関する集
落環境を整備し、漁港及
び水域の水質向上、生活
の安全性、利便性、快適
性を図り、漁村地域の生
活環境の形成に資するこ
とを目的とする。

Ｈ１６ ー ー

192 5.2%

111 9.0%

【事業目的】
漁業集落道、防災安全施
設、用地整備等の集落環
境を整備して漁港利用の
向上と生活の安全性・利
便性・快適性の向上を図
ることにより、漁村地域
の定住環境の形成に資す
ることを目的とする。

Ｈ２０ 81 0.0%

①

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村等事業）

事業実施に向けた測
量調査を実施。

当地区において
も近隣地域同様に
過疎化の傾向と
なっている。集落
全体を活性化する
ため、集落道を整
備し生活環境の利
便性・安全性の向
上を図る。また、
近年、その発生が
危惧されている地
震津波災害に備え
た防災安全施設等
の整備が強く望ま
れている。

事業進捗状況

費用便益比
Ｂ／Ｃ＝１．４９
再生路盤材の活
用、建設資材の既
製品等使用による
施工の効率化によ
るコスト縮減を図
る。

平成２０年度ま
でに事業を完了し
て、集落内の安全
性、利便性の向上
を図りたい。

【全体事業概要】
集落道Ｌ＝５０ｍ
防火水槽 ２基
避難所（用地整備） ２
箇所

事
業
名

番
号

Ｈ９
漁
業
集
落
環
境
整
備
事
業

103 錦地区 紀勢町

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

平成９年度に事業着手し５年
を経過して未着手の事業であ
る。

当事業は当初計画が変更さ
れ、大半が新規ともいえる項目
になっているため本委員会の再
評価になじまないと判断する。

しかしながら、津波高潮に対
する防災は、緊急を要するもの
であることから、集落道整備と
あわせて事業継続を了承する。

ただ、安全が優先されなけれ
ばならない防災事業といえど
も、代替案との比較等を十分に
行い、コスト縮減を図ることを
求めるものである。

また、当事業の遂行が長期に
わたって滞っていたことを十分
反省され、行政として速やかな
対応をされることを強く望むも
のである。

平成１１年度に事業着手
し、概ね５年を経過して継続
中の事業である。審査を行っ
た結果、事業継続の妥当性が
認められる。したがって、事
業継続を了承する。漁

業
集
落
環
境
整
備
事
業

102 奈屋浦地区 南島町 ②

【全体事業概要】
集落排水処理施設
計画処理人口 2,400人
排水管路 Ｌ＝11,322m
水産飲雑用水施設 一式

H１１

排水管路 L=9,293
ｍ 処理場は、平
成１５年に完成予
定。 平
成１６年度より一部
供用開始

天然油脂石鹸を使
用する事や、生ご
みを捨てないこと
等、環境保全運動
を行っており、住
民の事業への関心
度は事業着手時よ
り非常に高く、排
水管路工事中に
は、幹線道路の長
期通行止めに際し
てもご理解と協力
を得ている。

費用対効果B/Cは
１．１１
純便益額
１億９千万円
コスト削減の可能
性 ・排水管路
の管頂を路面から
１．２mとしてい
たものを０．６ｍ
とする。
・再生路盤材及び
再生アスファルト
の使用。
・建設資材につい
ては、既製品で標
準化し、施工の効
率化等を図る。

集落排水処理施設
は、平成１６年度
より一部供用開始
する予定としてお
り、水産飲雑用水
施設についても、
早期に完了し事業
を完了いたした
い。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村等事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

936 51%

810 44%

【事業目的】
河積拡大および河川横断
構造物の改築を行い、浸
水等の被害を防止する。

Ｈ２０ 126 98%

４０億 67.0%

１４億 61.0%

【事業目的】
緑のオープンスペースの
拡充による防災公園とし
ての機能確保と各ゾーン
の整備によるヤングエイ
ジからシルバーエイジに
至るまで様々な年齢層が
遊戯、散策、休養、自然
観賞、軽スポーツ等の多
種多様な利用が出来る総

Ｈ３０ ２６億 72.0%

中・上流域には市
の中核となる市街
地があり、開発に
よる流出量の増加
から度々浸水によ
る被害を受けてお
り、地域は河川改
修を強く求めてい
る。

Ｂ／Ｃ＝２．５６
再生材や現場発生
材の使用、多自然
に配慮した川づく
りへの見直しによ
りコスト縮減に努
める。

治水安全性の早期
向上のため、継続
して事業の推進を
図る。

昭和５５年度に事業着手
し、平成１０年度に再評価対
象事業として一度審査を経た
事業であり、その後概ね５年
を経過して継続中の事業であ
る。審査を行った結果、事業
継続の妥当性が認められる。
したがって、事業継続を了承
する。

ただし、金沢川流域の全体
構想を早期に構築し県民に説
明のできるよう努められた
い。

③

【全体事業概要】
全体延長 L=1,042m
計画流量 Q=95～145m3/s

掘削工 V=68,000m3
護岸工 L=2,084m
橋梁 5橋

Ｓ５５

起業用地の取得は概
ね完了し、平成12年
度から工事着手し今
年度末までに下流か
ら約450mの区間が
完了予定。

河
川
事
業

104
準用河川金
沢川準用河
川改修

鈴鹿市

南部丘陵公
園

四日市市 ③

【全体事業概要】
全体計画面積８７．９ｈ
ａ

都
市
公
園
事
業

105

Ｓ５１

四日市市南部の住宅
団地に隣接した丘陵
地であることから、
自然を生かした総合
公園として、昭和５
１年度より当該事業
に着手し、平成１５
年３月３１日現在で
は、約４０．６ｈａ
（全体の４６％）が
開設しております。

事業の進捗に支障
となる社会経済状
況の変化はない。
近年、地元ボラン
ティアによるくり
の木林や日永梅
林、バラ園の育
成、日永梅林・登
城山の復活におい
て熱心に活動さ
れ、官民一体と
なった公園整備に
取り組んでいま
す。

Ｂ／Ｃ＝５．４５
伐木した樹木は
チップ処理化し、
公園内の樹木周辺
や園路に敷詰める
ことにより草の生
えるのを抑制す
る。
植栽は修景に支障
の無い程度の小さ
い規格の苗木を採
用する。
園路広場等の計画
区域における既存
樹木を活用してい
く。

市民による保全活
動と連携した取組
みにより、里山保
全をしつつ、自然
を生かした整備公
園づくりを継続し
ていく。。

１０５番については、昭和
５１年度に事業着手し、平成
１０年度に再評価対象事業と
して一度審査を経た事業であ
り、その後概ね５年を経過し
て継続中の事業である。審査
を行った結果、事業継続の妥
当性が認められる。したがっ
て、事業継続を了承する。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村等事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

1,362 32.9%

1,312 30.3%

【事業目的】
鈴鹿市の一般廃棄物処理
場の跡地を整備し、自然
豊かな場所に再生し、高
齢化する社会状況の中で
心身の健康づくりができ
る公園としたい。

Ｈ２９ 50 100.0%

4,400 87.8%

3,900 86.1%

【事業目的】
市民のスポーツ向上と、
健康増進を図るため、運
動公園の整備を図ってい
る。

Ｈ１９ 500 100.0%

都
市
公
園
事
業

106 深谷公園 鈴鹿市 ②

【全体事業概要】
整備面積18.0ｈa
中央広場、多目的広場、
自然観察園、芝生広場、
自然散策路、駐車場等

都
市
公
園
事
業

107
山崎運動公
園

熊野市

Ｓ５４

整備済面積 8.6ｈ
ａ

主要な整備施設
テニスコート
多目的グラウン

ド
駐車場
ちびっこ広場
野球場
健康運動広場

③

【全体事業概要】
整備面積 12.8ｈａ

Ｈ６

整備済面積
4.0ha 主な整備施設
自然観察園、自然散
策路

○事業着手当時
（平成６年）と当
市の人口は増加傾
向にあり、当公園
の必要性は増して
いる。
○用地については
完了している。

Ｂ／Ｃ＝１．２３
工事のみならず公
園計画、維持管理
についても縮減方
法を考え実施して
いく。

平成17年度末に、
8.0ｈaを開園する予
定であり、継続し
て早期完了を目標
に事業を推進す
る。

平成19年度の全面
開園を目指し、隣
接する福祉施設と
一体となった健康
増進ハウスやメイ
ンエントランス広
場等の整備を進め
ます。

１０６番については、平成
６年度に事業着手し、概ね１
０年を経過して継続中の事業
である。審査を行った結果、
事業継続の妥当性が認められ
る。したがって、事業継続を
了承する。

昭和５４年度に事業着手
し、平成１０年度に再評価対
象事業として一度審査を経た
事業であり、その後概ね５年
を経過して継続中の事業であ
る。再審査を行った結果、事
業継続を了承する。ただし、
次の意見を付するものであ
る。
一、遊水機能への影響が懸念
される当初の立地計画につい
ては遺憾であるが、今後は、
このようなことの無いよう的
確な計画に努められたい。
一、住民の責任ある参画を促
し適正な維持管理を図るとと
もに、運営のコスト縮減に努
めること。

・事業着手当時
（昭和54年）と比
べると市の人口は
減少しているが、
当公園の近隣人口
は、宅地開発等に
より増加傾向にあ
る。
また、他地域から
学生をはじめとす
る合宿等が多くス
ポーツを通じて交
流人口は増加して
います。
このため、当公園
の必要性は増して
います。
・用地買収は完了
しています。

Ｂ／Ｃ＝１．５５
工事のみならず公
園計画、維持管理
についても縮減方
法を考え実施して
いきます。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村等事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

3,725 70.1%

2,992 66.6%

【事業目的】町民の社会
教育の中心地として計画
され社会体育館、町民グ
ランド、中央公民館、福
祉センター等が整備され
生涯学習、生涯スポーツ
の振興をもくてきとして
いる。また近年、高齢者
の利用者が増えており憩
い集える場所づくりを目

Ｈ２１ 733 84.2%

8,568 74.3%

5,292 72.2%

【事業目的】
住民のゆとり、ﾚｼﾞｬｰの場
となる町の総合公園とし
て計画。

Ｈ２０ 1,077 87.3%

③

【全体事業概要】
公園面積13.2ｈａ
町民グランド
町民体育館
テニスコート
プール等

都
市
公
園
事
業

108
町民の森公
園

河芸町

都
市
公
園
事
業

109
安濃中央総
合公園

安濃町 ③

【全体事業要】
計画面積 18.1 ha
ゲートボール場
サブグランド
多目的グランド
野球場
北ゾーン芝生広場
体育館
水辺の散策路
テニスコート・プール

Ｓ５７

平成12年度までに
ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ場、ｻﾌﾞｸﾞﾗ
ﾝﾄﾞ、多目的ｸﾞﾗﾝﾄﾞ、
野球場、芝生広場、
体育館、を供用開始
しており、平成１４
年度までに水辺の散
策路を整備し供用開
始しました。 現
在、西部ｿﾞｰﾝの整備
に着手しています。

Ｓ５５

現在、用地について
は97％を取得してお
り、また施設につい
ても体育施設、文化
施設はほぼ完成して
おり公園区域の57％
の区域を供用開始し
ている。今後、駐車
場や広場などの整備
を進めていきたい。

①杜の街の大規模
開発により町民の
森公園を利用する
人の増加が見込ま
れる。②中勢バイ
パスの開通により
町民の森公園への
アクセスが容易に
なった。③平成１
３年１月に河芸町
新庁舎の完成。

Ｂ／Ｃ＝２．６３
町の事業ででた伐
木をチップにして
園路に敷いて被覆
することにより草
の生えるのを抑制
している。

河芸町の構想であ
る〝行政の森〟〝
長寿の森〟〝教育
の森〟の｢３つの
森｣が集中したこと
により町民の森公
園の整備をより利
用しやすいように
整備してく予定で
ある。平成１６年
度には事業の認可
がきれるため、河
芸町民の森公園の
基本計画の見直し
を行い認可の変更
及び延伸を行う予
定である。

平成７年度まで主
にｽﾎﾟｰﾂ施設を中
心に整備を行なっ
てきました。しか
し基本設計から10
年以上が経過し、
常に時代のﾆｰｽﾞに
合った空間創りが
求められる都市公
園において、花と
緑による修景機
能、自然景観あふ
れる「安らぎ」
「憩い」といった
機能については不
十分であり、より
豊かな本格的総合
公園を建設したく
全体計画面積を
12.8haから18.1haに

Ｂ／Ｃ＝１．３１
工事にあたって
は、舗装材料に再
生砕石・再生合
材・間伐材を採用
し、再生資源の利
用に努めてきてお
り、当初計画にな
かった再生材料の
促進を図っていま
す。
今後、市町村合併
も控えており新市
の拠点のひとつに
なるような公園と
して現計画が妥当
であると考えてい
ます。

これまで20年間、
順調に施行してき
ており早期完成を
めざしたいと思い
ます。

昭和５５年度に事業着手
し、平成１０年度に再評価対
象事業として一度審査を経た
事業であり、その後概ね５年
を経過して継続中の事業であ
る。再審査を行った結果、事
業継続を了承する。ただし、
次の意見を付するものであ
る。
一、新市計画を踏まえ各公園
間の役割分担を考え、一層の
コスト縮減に努めること。
一、住民の責任ある参画を促
し適正な維持管理を図るとと
もに、運営のコスト縮減に努
めること。

昭和５７年度にそれぞれ事
業着手し、平成１０年度に再
評価対象事業として一度審査
を経た事業であり、その後概
ね５年を経過して継続中の事
業である。審査を行った結
果、事業継続を了承する。た
だし、次の意見を付するもの
である。
一、新市計画を踏まえ各公園
間の役割分担を考え、一層の
コスト縮減に努めること。
一、住民の責任ある参画を促
し適正な維持管理を図るとと
もに、運営のコスト縮減に努
めること。



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村等事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

5,183 85.3%

5,038 83.0%

【事業目的】
浸水被害の防除を目的と
するものである。

Ｈ１７ 145 100.0%

40,593 21.8%

36,472 17.9%

【事業目的】
汚水事業
公共用水域の水質保全と
生活環境の改善を図る。
雨水事業
主として市街地の雨水を
排除し、浸水の防除を図
る。

Ｈ３７ 218 34.4%

平成15年4月に新設
ポンプφ1500×2台
が供用開始。ポンプ
能力は全体の約86％
となっている。
また、管渠延長につ
いても約85％が完了
している。

下
水
道
事
業

110
朝明都市下
水路

四日市市

事業の進捗に支障
となる社会経済状
況の変化はない。
平成12年の東海豪
雨や北勢バイパス
築造による雨水流
出量の増加に対応
すべく本事業に対
する要望が強く
なっている。

費用便益比
Ｂ／Ｃ＝１．８３
北勢バイパス工事
と同調施工するこ
とにより、コスト
縮減を図る。

平成１７年度の完
成を目標に事業を
推進していく。

下
水
道
事
業

111
亀山市流域
関連公共下
水道

亀山市

②

【全体事業概要】
集水区域面積 256ha
幹線水路 5,760m（既設
含） ポンプ
φ1200×2台（既設）
ポンプ φ1400×2台（既
設）     ポンプ φ1500×
3台

Ｈ６

供用開始後の水洗
化（公共下水道へ
の接続）も高いこ
とから、市民の環
境への考え方も変
わり下水道事業の
期待も大きく早期
整備が望まれてい
る。
一方、財政を取り
巻く状況は厳しさ
を増しており、市
民ニーズの高い事
業を、より効率的
に執行することが
必要である。

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。

ただし、費用対効果分析に
あたっては、単独浄化槽が入
手不可能な現状から判断して
代替法として採用することは
疑問である。

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。

ただし、費用対効果分析に
あたっては、単独浄化槽が入
手不可能な現状から判断して
代替法として採用することは
疑問である。

公共用水域の水質
保全のため、下水
道事業は重要であ
り、社会的要請も
高いことから、計
画的、効率的な整
備を推進する。

費用便益比
（B/C） 汚水
１．３１（単独）
汚水１．６９（合
併）
雨水１．８２
管渠土被りの減
少、マンホール間
隔の見直しによる
設置個数の減、再
生材の埋戻し利用
等によりコスト縮
減を図る。

②

【全体事業概要】
汚水事業
処理区域面積 1,697ha
処理人口 36,090人
計画汚水量 24,183m3/日
最大
管渠延長 38.3km
雨水事業
排水区域面積 1,697ha
排水量 149.03m3/秒

Ｈ６

汚水事業
平成12年度末に供用
開始
処理区域面積
212.9ha
処理人口 5,853人
流入水量 3,735m3/
日最大
管渠延長 8.7km
雨水事業
昭和47年度に都市下
水路事業により整備
開始
排水区域面積
145.3ha
排水人口 1,305人
排水量 25.78m3/秒
管渠延長 3.4km



（単位：百万円）

総事業費 進捗率

工事費 進捗率

目標年 用地費 進捗率

平成１５年度三重県公共事業再評価箇所一覧表（市町村等事業）

事業進捗状況
事
業
名

番
号

今後の事業の見通し採択年

費用対便益分析結
果・コスト縮減の
可能性・代替案の

検討 等

箇所名
再評
価の
理由

全体事業概要と目的市町村名
事業を巡る社会経
済状況等の動向

委員会意見等

50,120 19.6%

50,120 19.6%

【事業目的】
公共用水域の水質保全と
生活環境の改善を図る。

Ｈ３６ ー ー

注：再評価理由
①事業採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
②事業採択後一定期間を経過した時点で継続中の事業
③再評価実施後一定期間が経過している事業
④社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業

②

【全体事業概要】
(汚水）
計画処理区域面積1547.0ha
計画処理人口 39,800人

計画流入水量  26,841m3/日
最大
幹線管渠延長 35.8km
（雨水）
排水区域面積 367.9ha
幹線管渠延長 10 4km

Ｈ６

(汚水)
平成12年3月に供用
開始。
整備面積
318.1ha
整備人口 10,484
人 流入水

量2,284m3/日（測定
値）
幹線管渠延長
9.7km
（雨水）
排水区域面積
170.0ha
幹線管渠延長
5.9km

下
水
道
事
業

112
菰野町流域
関連公共下
水道

菰野町

平成６年度に事業着手し、
概ね１０年を経過して継続中
の事業である。審査を行った
結果、事業継続の妥当性が認
められる。したがって、事業
継続を了承する。

ただし、費用対効果分析に
あたっては、単独浄化槽が入
手不可能な現状から判断して
代替法として採用することは
疑問である。

費用便益比（B/C)
汚水１．５６（単
独） 汚水１．３
４（合併）
雨水３．１３
最小土被り厚の減
少、マンホール間
隔の見直しによる
設置個数の減、再
生材の利用等によ
りコスト縮減を図
る。

公共用水域の水質
保全のため、住民
要望の高い下水道
整備は重要であ
り、その整備を継
続して推進する。
当面、現行認可区
域 571.5haをH１
７年度に完了予定
とし事業進捗を図
り、普及人口を増
加させる。

事業進捗の障害と
なるような地元情
勢、社会情勢の変
化はない。
生活環境の改善及
び伊勢湾等の公共
用水域の水質保全
のため、下水道整
備の重要性は高
まっている。


